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Abstract: This paper aims to make a clear of the policy of the improvement and updating of 

Fundamental Geospatial Data (FGD) creation using Base Map at a scale of 2500 for reconstruction 

planning in Eastern Japan Great Disaster area made by Geospatial Information Authority of Japan 

(GSI).  As the results of my investigation of some local authorities attacked Tsunami, all local 

authorities have used Digital Base Maps at a scale of 2500 for the reconstruction planning in 

disaster area but not recognizing the base map as the same the Fundamental Geospatial Data (FGD) 

and not having knowledge or information about Basic Act on the Advancement of Utilizing 

Geospatial Information (NSDI Act of Japan). It is important to be success of the improvement and 

updating of FGD using Digital Base Map at a scale of 2500 for the West Japan Great Disaster by 

Nankai-Tounankai Earthquake that will occur in nearly future.  To perform this task, we must 

make GIS person’s network of local authorities based on a industry, government and academia 

collaboration system. 
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１．はじめに 

2012年 4月と7月に東日本大震災地域の復興計画

策定に災害復興計画基図が如何に利用されているか、

震災直前の GIS 整備状況と震災後の GIS 利活用を宮 

城県（仙台市、東松山市、女川町、石巻市）、岩手県

（気仙沼市、大船渡市、宮古市、陸前高田市）につ

いて現地調査を実施した。その結果、災害復興計画

基図が、調査自治体の全てで利活用されていた。し

かし、一方で、基盤地図情報や地理空間情報活用推

進基本法に関する地方自治体の認識は、一部の自治

体を除いて、かなり低いことも明らかになった。 

本研究は、このような被災地域の GIS 利活用の実
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態を分析し、災害復興基図をベースにした基盤地図

情報の整備と更新を復興というプロセスの中で実施

することの重要性を指摘する。このことが、来るべ

き南海・東南海地震による西日本大震災地域におけ

る震災前対策として、都市計画区域だけでなく、山

間部も含む自治体全域の基盤地図情報の整備が国策

として必要であることを考察する。 

 

２．災害復興計画基図の特性 

 国土地理院は、2011 年の 5月から 9月にかけて撮

影した空中写真と現地調査確認から 2500 レベルの

電子地図を作成し、被災自治体に配布した。作成範

囲は、青森県八戸市から福島県いわき市にかけての

沿岸部、4県 39 市町村の津波被災区域・都市計画区

域（約 5,320km2）である。災害復興計画基図は公共

測量標準図式に則り、通常の道路や建物等の地物や、

土地利用等が表示されているだけでなく、仮設住宅

やがれき集積地、休止中の公共施設等も表示されて

いる。縮尺は、2,500 レベルであるが、福島県沿岸

部の一部は縮尺 5,000 レベルである。１ 

東日本大震災地域の自治体において復興計画策定

の基図として非常に有用であり、2500 レベルという

大縮尺地図であるため、現地調査したすべての自治

体で利活用されていた。特に、電子地図の整備が遅

れていた被災自治体にとっては、特に有用であるこ

とがわかった。しかし、問題点もあり、それらをま

とめると以下のように要約できる。①作成範囲が、

津波被災区域・都市計画区域のみであり、自治体全

域が作成されていないため、震災後の自治体基図と

して利用するには、不十分である。また、山間部へ

の高台移転もあるため、次期調査では、被災自治体

全域の地図作成が望まれる。 ②震災後地盤が沈下

しており、震災前のＤＭデータ（自治体整備）と位

置がづれている。震災前の電子地図と簡単に位置合

わせができるような工夫をして欲しい。③もっと早

く作成し、自治体に配布して欲しかった。     

 

３．宮城県被災自治体における GIS 利活用実態 

3.1 仙台市（2012 年 4 月１６日２回目調査） 

 前回の現地調査（2011 年 7 月 1 日-3 日）では、

固定資産税課での罹災証明発行と下水道 GIS、宅地

被害と利活用についてヒアリングし2011年GIS学会

大会で発表した。２ 下水道課では、地理情報標準

に準拠した JPGIS のデータが地元測量業者で作成可

能な点を高く評価しており、各部署のデータ共有の

あり方やデータ更新に関してかなり進んだ意見が出

された。工事竣工図を利用した下水道データの維持

管理についても検討しているが、現段階では、地元

工事業者の CAD ベースで低い GIS スキルがネックに

なっており、工事竣工図発注に確定測量費用や

JPGIS 変換費用を組み込むことも検討しているとい

うことであった。しかし、費用が高くなることが課

題で、現在では実現していない。 

切土盛土と地震被害、管種との関連性などの分析

など単に見る簡易なGISではなく、解析が可能なGIS

を重視していた。災害査定に必要な図面のスピーデ

ィな作成、コスト削減など、震災後は、GIS の多目

的利用の重要性も認識していた。災害復興計画基図

に関しては利用しているが、仙台全域ではないため、

利活用が限られるということであり、基盤地図情報

に関しても、認識はしていたが、少数であった。 

3.2 石巻市(2012 年 4 月１６日２回目調査) 

 石巻市は、昨年の調査でも GIS があまり利活用さ

れていなかったが、地元測量業者により道路課から

発注された 8cm 位置精度のオルソ画像が震災直前に

完成していた。また、都市計画課でも GIS データを

整備されていたが、あまり活用されていなかった。

今回は、復興局基盤整備部の職員からヒアリングし

た。復興部には外部自治体からの支援者が多く、今

回のヒアリング対象者も新潟市からの支援者である。 

 石巻市は、平成１７年に公図と課税データに関す

る簡易 GIS を作成したが、その後更新されずに震災

に遭遇。石巻市役所での職員による GIS 利活用はあ

まり見られない。しかし、災害復興計画基図は、復

興計画策定の下図として GIS に取り込み、利用され

ているが、下図としての利用のみであった。土地区

画整理事業の担当者は、区画整理後の確定測量成果

から震災復興計画基図の更新に関しては、関心が高



く、従来のような空撮による一斉更新よりも部分更

新によるコスト削減には関心が高かった。しかし、

基盤地図情報に関しては、認知していなかった。 

3.3 女川町（2012 年 4 月 17 日調査）  

 女川町は、町役場が流失したが、GIS データの整

備が平成１８年度から都市計画業務で始まり、空撮

をしデータ化していた。平成２１年度には、公図の

電子化も終了していた。震災直後は、個人の名前が

わかる紙の住宅地図をコピーして使用したが、大手

航測会社が、GIS データを保存しており、震災直後

から GIS は稼働していた。用地課に現在 GIS が操作

できる職員が２名配属され、高台移転の計画策定等

の用地買収作業等に GIS を利活用している。公図の

電子化が実施されていたので、地籍図関係はすぐに

復元できた。しかし、家屋番号の入った家屋図がデ

ジタル化されておらず震災前に GIS データ化してお

ればと震災後に痛感したようである。災害復興基図

は、利用しているが、ゼンリンの住宅地図が GIS に

入っていたので、災害復興計画基図は、あまり利用

していないようである。基盤地図情報に関しては認

識していた。高台移転のお計画立案は、GIS を利用

して実施していた。 

3.4 東松島市（2012 年４月７日調査） 

 東松島市では、阪神淡路大震災の頃から農林水産

課の圃場整備事業で GIS を利用しており、公図をベ

ースにした GIS が導入されていた。災害復旧、復興

計画策定作業でも GIS をフルに利用している。教育

委員会、下水道課、都市計画課に GIS をかなり操作

できる職員が配置されているが、簡単な GIS 操作が

できる職員は多数おり、７５台の GIS サーバーが稼

働していた。GIS を政策決定支援に使用している自

治体職員（五野井盛夫氏）が都市計画課に 2011 年 4

月から配属され、４月に国土地理院に電話し、震災

直後の空中写真を入手した。GIS を利用して死者分

布図や被害分布図など多数の図面を自作していた。

震災復興計画は、災害復興計画基図をベースに GIS

で利活用している。GIS で意思決定支援システムと

して利用しており、罹災証明発行時に GIS を利用し

た環境を整備する必要があったが、未整備のまま、

罹災証明が発行された。課題はあり、災害時に人の

動きが完全に把握できる GIS 利活用が必要であると

指摘した。災害復興計画基図は、DM フォーマットの

ため、GIS ソフトに対応した Shape や dwg ファイル

への変換作業を業者に発注した。国土地理院は、DM

フォーマットではない GIS のフォーマットで提供し

て欲しかった。毎年、空撮するのではなく、工事関

係の CAD データを集め、地図更新に利用しようとし

ている。しかし、CAD に位置情報をつけた工事竣工

図などがなく、地図更新の重要性は認識しているが

課題は多い。法務局固有の xml 形式の課題など、標

準化の重要性も指摘していた。特に、GIS スキルの

ある地元企業を育成することの必要性も認識してい

た。地方自治体からの支援者の中に GIS スキルのあ

る自治体職員がいたが、履歴書に GIS スキルが記載

する欄がないため、有効に活用できなかった。今後

は、震災支援時に GIS スキルを記載する必要がある

と指摘された。基盤地図情報に関する認識はあった。 

 

４．岩手県被災自治体における GIS 利活用実態 

4.1 岩手県陸前高田市（2012 年７月５日） 

総務課と建設課でヒアリングした。平成 21 年から

23 年度にかけて総務課では地図データ電子化事業

でデータを作成しており、市役所は流失したが、デ

ータは、地元の業者が保存していた。航測大手企業

の支援もあり、震災前のデータが GIS として震災直

後から閲覧可能になった。災害復興計画基図は、復

興業務で使用している。震災前、建設課では、都市

計画地区指定の閲覧や公図との重ね合わせ閲覧など

に GIS を使用していた。 建設課や道路課に GIS を

理解した職員は数人いるが、基盤地図情報に関して

は、知らなかった。 

4.2 岩手県大船渡市（2012 年７月５日調査） 

平成 18 年から統合型 GIS を大手航測会社より導

入。震災以前から 450 台のパソコンで、全職員が GIS

を見れる環境は整備されていた。用地課や道路課で

は、職員も GIS に入力をしている。しかし、震災直

後にどのように利活用されたかは、各課にヒアリン

グしていないのでわからないが、GIS を日常的に利



用していたので、利用されたことは確実である。災

害復興計画基図は、災害前の自治体の統合型のベー

スマップとにずれがあり、復興計画策定に利用はし

ているが、庁内ではうまく使いこなせていない。2013

年度の予算で、震災後の地形に合わせて、震災前の

GIS データの変換作業を計上する予定。GIS は、災

害復興局でも利用。情報課の GIS 担当は 2 名である

が其の内、1 名は大船渡市復興局へ出向中。しかし、

復興計画策定では、大手コンサルが GIS を利活用し

て出力した紙地図で審議している。GIS はかなり日

常業務で利活用されており職員の中に浸透している。 

基盤地図情報については、情報課の１名は知って

いたが、他課の 2 名は知らなかった。震災前の都市

計画基本図はまだ、地理院に提供していない。今後、

災害復興計画基図と震災前の統合型 GIS の基図を位

置を合わせてから利活用する予定である。 

4.3 宮古市（2012 年７月６日調査） 

震災前から都市計画課の都市計画基本図や建設課

の道路台帳図面の GIS データ化（平成１６年）など

地元岩手の測量業者に発注している。震災前、下水

道、固定資産などでも大手航測会社の GIS が導入さ

れていた。都市計画基図を国土地理院に提供し、基

盤地図情報として国土地理院から再度、提供されて

いるが、今回のヒアリングでは、基盤地図情報に関

する認識はなかった。国土地理院から提供された災

害復興計画基図は、非常に有用であるが、山間部が

ないので、次期提供時には、宮古市全域の災害復興

計画基図が国土地理院から提供されると宮古市とし

ても財政的支援になる。工事竣工図からの地図デー

タ更新には、関心がある。 

4.4 釜石市（2012 年７月６日） 

平成７，８年頃に GIS が導入されたが、費用面で

高額ということもあり、それ以降、GIS の導入はあ

まり進んでいない。釜石では、防災科学技術研究所

による GIS 支援として瓦礫撤去業務に GIS を使用さ

れ、成果をあげたが、他部署との連携した GIS 導入

は実施されていない。災害復興計画基図は利用して

いる。災害復興の業務でも地図更新に工事竣工図等

を使用することに関心はあるが、費用面と地元工事

業者のスキル面に課題がある。大規模工事では可能

ではないかという意見が多かった。しかし、基盤地

図情報に関しては認識がなかった。 

 

５．まとめ 

 震災地域の主な８自治体、３５人にヒアリング調

査をした結果、災害復興計画基図が、利活用されて

いるという実態がある一方で、震災前に GIS がどの

程度利活用されているかに応じて、震災後の GIS 利

活用や基盤地図情報に関する認識にかなりの格差が

見られた。災害復興計画基図が、自治体全域で作成

されておれば、震災後の自治体 GIS の基図として利

活用するという自治体は、非常に多い。今回の災害

復興計画基図は、DM フォーマットで提供されたが、

GIS の導入が進んでいる自治体では、JPGIS か GIS

ソフト対応仕様で提供して欲しいという意見もあり、

西日本大震災に備えるためには、JPGIS か GML 仕様

（基盤地図情報仕様）で震災後に提供する必要があ

る。また、震災前には、都市計画区域だけでなく自

治体全域での 2500 レベルの基盤地図情報の整備を

完了する必要がある。   

津波で庁舎が亡失した自治体においても震災前に

何らかの GIS データ化事業が実施されていた故に受

託企業での分散保存が可能なため、震災直後からデ

ータ復元がされていた。震災前に自治体全域で基盤

地図情報が整備されておれば、震災後の復旧復興対

策に多大な効果を上げることが可能になる。地籍図

や公図の電子化が、復旧・復興事業では重要なため、

地籍調査と連携した基盤地図情報の整備が急がれる。 

 2500 レベルの災害復興計画基図を基盤地図情報

として更新するには、土地区画整備事業の確定測量

成果や工事竣工図の利活用が最も効率的であり、そ

のためにも自治体間の GIS に関するネットワークを

構築し、産官学連携のもとに災害復興計画基図をベ

ースにした基盤地図情報の更新実験が必要である。 
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